
証券コード6482
平成27年６月８日

株 主 各 位
京都市伏見区久我本町11番地の260

代表取締役社長 小 谷  眞 由 美

第42期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素より格別のご高配を賜り、誠に有難うございます。
　さて、当社第42期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月22日（月曜日）

午後５時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成27年６月23日（火曜日）午前10時
２．場 所 京都市伏見区久我本町11番地の260

当社本社第２工場４階会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 　(１)第42期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人
及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

　(２)第42期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が
生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.
yushin.com）に掲載させていただきます。
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(１)　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における世界経済は、アメリカの景気が堅調に推移した

ものの、ヨーロッパでは景気低迷が続き、アジアでは中国をはじめ各国に

成長の鈍化傾向が続きました。また政情不安な国や地域が拡大し、不安定

な状況が続きました。

　当社の関連する業界におきましては、自動車関連及びスマートフォンな

どのＩＴ機器関連向けが好調でした。そして好調な海外市場に続き、国内

市場でも設備投資に改善が見られました。

　このような情勢の中で当社グループは、アジアでの人件費高騰を背景に

省人化用取出ロボットの販売は好調に推移しました。しかし特注機は、納

入時期が翌期に持ち越され、販売実績は計画を下回りました。また、継続

的なコスト削減活動により、円安による原材料費の上昇を吸収しましたが、

人件費及び経費の増加が原価を押し上げております。

　その結果、連結売上高は前期比0.6％減の17,799百万円となっておりま

す。利益面では、営業利益は前期比17.5％減の2,304百万円、経常利益は前

期比17.8％減の2,542百万円、当期純利益は前期比11.1％減の1,683百万円

となっております。

－ 2 －



品目別連結売上高は下記のとおりであります。
（単位：千円）

区　分
前連結会計年度（第41期） 当連結会計年度（第42期） 前期比

増減率売 上 高 構成比 売 上 高 構成比

取 出 ロ ボ ッ ト 12,736,206 71.1％ 13,092,125 73.5％ 2.8％

特 注 機 2,626,046 14.7 1,794,951 10.1 △31.6

部品・保守サービス 2,547,039 14.2 2,911,943 16.4 14.3

合 計 17,909,292 100.0 17,799,020 100.0 △0.6

(２)　設備投資の状況

　当連結会計年度におきまして実施いたしました当社グループの設備投資

の総額は682百万円であり、その主なものは研究開発に伴う設備投資253百

万円、ユーシン・コリア・カンパニー・リミテッドの第２工場の取得費用

180百万円及びユーシン・アメリカ・インクの工場増設費用145百万円など

であります。

(３)　資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

(４)　財産及び損益の状況

区　分
第 39 期 第 40 期 第 41 期 第 42 期

(平成24年３月期) (平成25年３月期) (平成26年３月期) (平成27年３月期)

売 上 高 (千円） 14,240,008 14,721,643 17,909,292 17,799,020

経 常 利 益 (千円） 1,265,740 1,746,573 3,095,258 2,542,871

当 期 純 利 益 (千円） 778,283 1,114,801 1,893,027 1,683,479

１株当たり当期純利益 (円） 44.50 63.74 108.24 96.26

総 資 産 (千円） 22,641,673 23,744,465 26,252,009 29,463,773

純 資 産 (千円） 18,787,344 19,865,622 21,875,926 23,970,142

１株当たり純資産額 (円） 1,072.24 1,131.63 1,243.88 1,357.36

（注)　１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数、１株当たり純資産額は期末発行済株

式総数に基づき算出しております。
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(５)　対処すべき課題

当社を取り巻く外部環境につきましては、国内では景気回復と生産の国

内回帰が見込まれます。また海外では一部新興国での成長鈍化があるもの

の、アメリカの景気は堅調さを維持するものと予想されます。

このような環境のなか当社は、「世界をめざして常に革新ある技術を創

造し、広く社会に貢献する」という経営理念の下、取出ロボット業界にお

けるリーディングカンパニーとしてさらなる発展を目指してまいります。

戦略としては、グローバル市場に向けた営業展開と営業力強化を積極的

に行い、顧客ニーズに対応した品質及び性能の優位性により、コストパフ

ォーマンスに優れた製品開発に取り組んでまいります。また、取出ロボッ

トの新規顧客獲得を着実に進めるとともに、特注機の販売拡大に努めてま

いります。さらに、医療関連及び海外子会社での売上増加による収益拡大

を図るとともに、さらなるコスト削減活動を進めてまいります。

市場戦略として、北米、アジア及びヨーロッパに営業・サービス拠点網

を展開してまいりましたが、引き続き東南アジア及び中南米等、今後の発

展が期待される地域への拠点網の拡大・強化を図り、顧客の世界購買に対

応できる事業展開を行ってまいります。特に、人件費が高騰している新興

国での新規顧客獲得を目指し、グローバル展開を支える世界で活躍できる

人材を育成してまいります。また、平成25年に竣工したテクニカルセンタ

ーの生産能力と開発能力を 大限に活かし、医療・電子機器関連への売上

拡大に対応してまいります。

商品戦略として、平成22年に開発した 適設計技術を、汎用の取出ロボ

ットに展開してまいりました。これは、軽量化によって消費電力を削減で

きる技術であり、「高速・制振・省エネ」という優位性をアピールした商

品情報を継続して発信してまいります。また、複数の事業の柱を確立すべ

く、技術的シナジーや販売のシナジーを発揮できる医療・電子機器分野に

おいて新商品を開発し、市場に投入してまいります。
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(６)　重要な子会社の状況

会 社 名 所 在 地 資 本 金
出資
比率

主要な事業内容

ユーシン・コリア・カン
パニー・リミテッド

大 韓 民 国・
京畿道始興市

350百万ウォン 100％ 当社製品の販売と保守修理

有信國際精機股有限公司
中華民国・
台 北 市

5,000千ニュー台湾ドル 100％ 当社製品の販売と保守修理

有信精机商貿(上海)有限公司
中華人民共
和国・上海市

200千米ドル 100％ 当社製品の販売と保守修理

有信精机貿易(深)有限公司
中華人民共
和国・広東
省 深  市

400千米ドル 100％ 当社製品の販売と保守修理

ピー・ティー・ユーシン・プレシ
ジョン・イクイップメント・
イ ン ド ネ シ ア

インドネシ
ア・ジャカ
ル タ 市

2,841百万インドネシアルピア 99％ 当社製品の販売と保守修理

ユーシン・プレシジョン・イクイ
ップメント・(ベトナム)・カンパ
ニ ー ・ リ ミ テ ッ ド

ベトナム・
ハ ノ イ 市

300千米ドル 100％ 当社製品の販売と保守修理

ユーシン・プレシジョン・イクイ
ップメント・エス・ディー・エヌ・
ビ ー ・ エ イ チ ・ デ ィ ー

マレーシア・
セランゴール州

500千マレーシアリンギット 100％ 当社製品の販売と保守修理

ユーシン・プレシジョン・イクイ
ップメント・(タイランド)・カン
パ ニ ー ・ リ ミ テ ッ ド

タ イ ・
バンコク市

6,000千タイバーツ 49％ 当社製品の販売と保守修理

ユーシン・プレシジョン・イクイ
ップメント・(インディア)・プラ
イ ベ ー ト ・ リ ミ テ ッ ド

インド・チェ

ン ナ イ 市
7,400千インドルピー 95％ 当社製品の販売と保守修理

ユーシン・オートメーシ
ョ ン ・ リ ミ テ ッ ド

英国・ウスタ
ーシャー州

150千イギリスポンド 95.6％ 当社製品の販売と保守修理

ユーシン・アメリカ・インク
米国・ロード
アイランド州

8,000米ドル 100％
当社製品の販売と保守修理
特注機の設計・製造・販売
と保守修理

広州有信精密机械有限公司
中華人民共
和国・広東
省 広 州 市

13,742千中国元 100％ 当社製品の製造
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(７)　主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

　当社グループは、主としてプラスチック射出成形品の取出ロボット及び

ストック装置並びに成形工場のＦＡ（ファクトリー・オートメーション）

化システムの開発・製造・販売を主な事業内容としております。

(８)　主要な営業所及び工場(平成27年３月31日現在）

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社
第１工場・第２工場・第３工場・
第５工場・第６工場

京 都 市 伏 見 区
西 関 東 営 業 所 神 奈 川 県 厚 木 市

長 野 営 業 所 長 野 県 塩 尻 市

テクニカルセンター 京 都 市 南 区 静 岡 営 業 所 静 岡 市 駿 河 区

東 京 統 括 営 業 所 東 京 都 中 央 区 名 古 屋 西 営 業 所 三 重 県 桑 名 市

北関東統括営業所 さ い た ま 市 北 区 富 山 営 業 所 富 山 県 富 山 市

中 部 統 括 営 業 所 愛 知 県 豊 川 市 広 島 営 業 所 広 島 市 西 区

西日本統括営業所 京 都 市 伏 見 区 福 岡 営 業 所 福 岡 市 博 多 区

東 北 営 業 所 福 島 県 福 島 市 ホーチミン駐在員事務所 ベトナム・ホーチミン市

つ く ば 営 業 所 茨 城 県 つ く ば 市 フィリピン駐在員事務所 フ ィ リ ピ ン・マ カ テ ィ 市

（注）　ホーチミン駐在員事務所は、閉鎖手続き中です。

(９)　従業員の状況（平成27年３月31日現在）

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

601（59）名 12名増

（注）　従業員数は就業人員（当社への出向者を含む。）であり、パートタイマー及びアルバイ

トは（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(10)　主要な借入先の状況 （平成27年３月31日現在）

該当事項はありません。

(11)　その他企業集団の現状に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項（平成27年３月31日現在）

(１)　発行可能株式総数 40,000,000株

(２)　発行済株式の総数 17,819,033株

(３)　株主数 4,191名

(４)　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 ユ ー シ ン イ ン ダ ス ト リ ー 4,376千株 25.0％

小 谷 眞 由 美 2,162 12.4

BNP PARIBAS SEC SERVICES LUXEMBOURG/ 
JASDEC/ ABERDEEN GLOBAL CLIENT ASSETS

1,217 7.0

野 村 信 託 銀 行 株 式 会 社
(信託口3071019）

774 4.4

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行
株式会社(リテール信託口620021158）

774 4.4

日本トラスティ・サービス信託銀行
株 式 会 社 ( 信 託 口 ）

617 3.5

京 都 中 央 信 用 金 庫 544 3.1

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 424 2.4

株 式 会 社 京 都 銀 行 352 2.0

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（三井住友信託銀行再信託分・株
式会社三井住友銀行退職給付信託口）

342 2.0

（注）持株比率は自己株式（330,904株）を控除して計算しております。
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３．会社役員に関する事項

(１)　取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 小 　 谷 　 眞 由 美

専 務 取 締 役 木 　 村 　 　 　 賢

常 務 取 締 役 大 　 立 　 泰 　 治 開発本部責任者

常 務 取 締 役 北 川 康 史 製造本部責任者兼品質保証部責任者

取 締 役  　 本 　 雄 　 二 管理本部責任者兼総務部責任者

取 締 役 西 口 泰 夫
㈱ソシオネクスト
代表取締役会長兼ＣＥＯ

長瀬産業㈱　社外取締役

㈱ゼンショーホールディングス
社外取締役

取 締 役 松 　 久 　 　 　 寛 京都大学名誉教授

常 勤 監 査 役 澤 　 田 　 主 二 郎

監 査 役 折 　 田 　 泰 　 宏 弁護士

監 査 役 吉 　 川 　 孝 　 雄 大阪大学名誉教授

監 査 役 鎌 　 倉 　 寛 　 保 公認会計士

トラスコ中山㈱　社外監査役

㈱フジオフードシステム
社外監査役

（注）１.取締役西口泰夫氏及び松久寛氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま

す。

２.当事業年度における社外取締役の活動状況は、次のとおりであります。

（１）取締役　西口泰夫

平成26年６月26日就任以降に開催された取締役会９回全てに出席いたしました。取

締役会においては、京セラ株式会社の代表取締役社長など要職を歴任する中で培っ

た経営全般にわたる知識と経験から、報告事項や決議事項について疑問点等を明ら

かにするために適宜質問し、意見を述べております。

また、同氏は株式会社ソシオネクストの代表取締役会長兼ＣＥＯ、また、長瀬産業

株式会社及び株式会社ゼンショーホールディングスの社外取締役であります。株式

会社ソシオネクスト、長瀬産業株式会社及び株式会社ゼンショーホールディングス

と当社の間には、特別な関係はありません。

（２）取締役　松久寛

平成26年６月26日就任以降に開催された取締役会９回全てに出席いたしました。取

締役会においては、学識経験者としての見地から報告事項や決議事項について疑問
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点等を明らかにするために適宜質問し、意見を述べております。

また、同氏は京都大学の名誉教授であります。同大学と当社の間には、特別な関係

はありません。

３.監査役折田泰宏氏、吉川孝雄氏及び鎌倉寛保氏は、会社法第２条第16号に定める社外

監査役であります。

４.当事業年度における社外監査役の活動状況は、次のとおりであります。

（１）監査役　折田泰宏

当事業年度に開催された取締役会12回のうち10回に出席し、監査役会５回全てに出

席いたしました。取締役会においては、法律家としての専門的・実務的見地から報

告事項や決議事項について疑問点等を明らかにするために適宜質問し、意見を述べ

ております。また、監査役会においては、内部監査結果の報告書閲覧、監査に関す

る意見交換、重要事項の協議等を行っており、定期的に会計監査人から会計監査の

内容報告を受けるほか、経営トップとの定期的な意見交換を行っております。

（２）監査役　吉川孝雄

当事業年度に開催された取締役会12回のうち11回に出席し、監査役会５回のうち４

回に出席いたしました。取締役会においては、学識経験者としての見地から報告事

項や決議事項について疑問点等を明らかにするために適宜質問し、意見を述べてお

ります。また、監査役会においては、内部監査結果の報告書閲覧、監査に関する意

見交換、重要事項の協議等を行っており、定期的に会計監査人から会計監査の内容

報告を受けるほか、経営トップとの定期的な意見交換を行っております。

また、同氏は大阪大学の名誉教授であります。同大学と当社の間には、特別な関係

はありません。

（３）監査役　鎌倉寛保

当事業年度に開催された取締役会12回のうち10回に出席し、監査役会５回全てに出

席いたしました。同氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する

相当程度の知見を有しております。取締役会においては、公認会計士としての見地

から報告事項や決議事項について疑問点等を明らかにするために適宜質問し、意見

を述べております。また、監査役会においては、内部監査結果の報告書閲覧、監査

に関する意見交換、重要事項の協議等を行っており、定期的に会計監査人から会計

監査の内容報告を受けるほか、経営トップとの定期的な意見交換を行っております。

また、同氏はトラスコ中山株式会社及び株式会社フジオフードシステムの社外監査

役であります。トラスコ中山株式会社及び株式会社フジオフードシステムと当社の

間には、特別な関係はありません。

５.当該事業年度中の取締役及び監査役の異動

平成26年６月26日開催の第41期定時株主総会において、新たに西口泰夫氏及び松久

寛氏が取締役に選任され、就任いたしました。

６.当社は、監査役吉川孝雄氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。
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(２)　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 人 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 ７名 178,560千円

監 査 役 ４名 20,400千円

合 計 11名 198,960千円

（注）１.平成20年６月27日開催の第35期定時株主総会において、取締役の報酬限度額は年額

300,000千円以内、監査役の報酬限度額は年額50,000千円以内と決議いただいておりま

す。

なお、現在当社には、使用人兼務取締役はおりません。

２.上記報酬等の総額には毎月定額で支払われる月額報酬のほかに下記のものが含まれて

おります。

・役員賞与引当額30,750千円

３.役員退職慰労引当金につきましては、平成18年６月29日開催の第33期定時株主総会終

結の時をもって退職慰労金制度を廃止しており、平成18年７月以降新規の引当計上を

行っておりません。このため、当期末の残高66,780千円は、当期末に在任の取締役が

平成18年６月以前に就任していた期間に応じて引当計上した額であります。

４.社外取締役に対する報酬の総額は２名8,100千円であります。

５.社外監査役に対する報酬の総額は３名8,400千円であります。

４．会計監査人に関する事項

(１)　会計監査人の名称　　　　　　有限責任監査法人トーマツ

(２)　会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31,200千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の

財産上の利益の合計額
34,625千円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できません

ので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており

ます。

(３)　非監査業務の内容

　国際業務に関する助言・指導。
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(４)　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、又は、監査役会の

請求に基づいて、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の会議の目的と

することといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後 初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。

(５)　責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人である有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第

１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定め

る 低限度額としております。

５．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するための体制、その他会社の

業務が適正に行われるための体制は、以下のとおりであります。

（１）取締役、使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する

　　　ための体制

　全社員が法令及び社会通念を遵守した行動をとるための行動規範を定

め、各部署朝礼を通じて周知徹底を図っております。さらに、コンプラ

イアンスに関連する内容については、取締役会・監査役会・役員ミーテ

ィングにおいて対応する体制をとっております。内部統制については、

内部統制委員会を始め内部監査室が各部門の業務監査を行うなかで充実

させております。
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（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る文書その他の情報等については、「文書取

扱規程」に則り、その重要度に応じて適正に保存・管理し、取締役及び

監査役は、それらを必要に応じて閲覧できるものとしております。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、情報セキュリティ及び輸出管理等に

ついては、それぞれのリスク管理部署において規則の制定、マニュアル

の作成、教育の実施を行うものとしております。また、安否確認システ

ムを導入し、従業員の安否に関して緊急時の情報掌握を即座に行うこと

としております。その情報は取締役会及び役員ミーティングにて速やか

に集約され、その回避あるいは低減のための対応を、代表取締役社長の

指揮の下、迅速かつ適切に実行できる体制をとっております。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　役員ミーティングは週１回、取締役会は原則月１回開催し、重要事項

の決定並びに取締役の業務執行状況の管理・監督を行い、透明性の高い

経営に努めております。取締役会は経営効率を向上させるため、経営全

般に関する重要事項について細部にわたって審議しております。業務の

運営については、事業環境を踏まえ各年度予算を立案し、全社的な目標

を設定しております。各部門は、その目標達成に向けて具体策を立案し、

実行しております。

（５）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

　　　の体制

　グループ全体のコーポレートガバナンス、コンプライアンス及び財務

報告の適正性を確保するため、グループ間の連携を密にし、管理体制の

強化を図っております。グループ全体の経営管理については、「子会社

管理規程」に従い管理・運営しております。
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（６）監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

　　　使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する

　　　事項

　現在、監査役の職務を補助すべき使用人はおりませんが、必要に応じ

て、内部監査室所属の使用人に監査業務に必要な事項を依頼することが

できるものとしております。また、監査役より監査業務に必要な命令を

受けた使用人は、取締役、内部監査室責任者の指揮命令を受けないもの

としております。

（７）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への

　　　報告に関する体制

　監査役は、重要な会議に出席、あるいは業務の運営状況につき適宜報

告を受けることとしております。取締役及び使用人は、監査役に対して、

法定の事項に加え、当社及び当社グループ会社に重大な影響を及ぼす事

項等を速やかに報告することとしております。

（８）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役会は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交

換会を開催することとしております。また、内部監査室との連携も図る

こととしております。

６．剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社グループは、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営課題の一つと

して事業運営にあたっております。

　このため、安定的な経営基盤の確保と株主資本利益率の向上に努めるとと

もに、各期の業績等を十分勘案した配当による利益還元を行うことを基本方

針としております。具体的には、配当性向の目標を連結純利益の30％以上と

しております。

　当事業年度の期末配当金につきましては、上記の方針に基づき、１株当た

り20円とさせていただきます。すでに実施済みの中間配当金１株当たり10円

と合わせまして、年間配当は１株当たり30円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成27年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

退職給付に係る資産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

20,373,958

9,134,653

5,848,881

1,111,488

1,010,085

2,237,352

113,374

602,050

342,022

△25,952

9,089,814

8,094,840

1,630,069

95,747

50,640

48,658

282,911

5,807,868

17,497

161,447

161,853

11,430

63,856

86,566

833,120

294,879

346,848

11,393

180,441

△443

流 動 負 債 5,072,311

支払手形及び買掛金 2,363,099

未 払 金 526,107

未 払 費 用 108,351

未 払 法 人 税 等 265,529

前 受 金 1,282,839

賞 与 引 当 金 235,000

役 員 賞 与 引 当 金 30,750

製 品 保 証 引 当 金 179,131

繰 延 税 金 負 債 3,247

そ の 他 78,255

固 定 負 債 421,319

役員退職慰労引当金 66,780

退職給付に係る負債 38,729

繰 延 税 金 負 債 237,922

そ の 他 77,887

負 債 合 計 5,493,630

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 22,863,228

資 本 金 1,985,666

資 本 剰 余 金 2,023,903

利 益 剰 余 金 19,205,664

自 己 株 式 △352,005

その他の包括利益累計額 874,520

その他有価証券評価差額金 107,003

為 替 換 算 調 整 勘 定 658,809

退職給付に係る調整累計額 108,707

少 数 株 主 持 分 232,393

純 資 産 合 計 23,970,142

資 産 合 計 29,463,773 負債・純資産合計 29,463,773
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連 結 損 益 計 算 書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 17,799,020

売 上 原 価 10,521,425

売 上 総 利 益 7,277,594

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,973,317

営 業 利 益 2,304,276

営 業 外 収 益 242,943

受 取 利 息 及 び 配 当 金 25,985

仕 入 割 引 12,855

為 替 差 益 183,867

そ の 他 20,234

営 業 外 費 用 4,348

売 上 割 引 1,041

そ の 他 3,306

経 常 利 益 2,542,871

特 別 利 益 23,682

固 定 資 産 売 却 益 4,554

投 資 有 価 証 券 売 却 益 19,127

特 別 損 失 227

固 定 資 産 除 売 却 損 227

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 2,566,325

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 863,340

法 人 税 等 調 整 額 △52,068

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 1,755,053

少 数 株 主 利 益 71,573

当 期 純 利 益 1,683,479
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連結株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成26年４月１日期首残高 1,985,666 2,023,903 17,758,839 △350,265 21,418,143

会計方針の変更による累積
的影響額 91,858 91,858

会計方針の変更を反映した当
期首残高 1,985,666 2,023,903 17,850,697 △350,265 21,510,001

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △524,661 △524,661

当期純利益 1,683,479 1,683,479

自己株式の取得 △1,740 △1,740

連 結 子 会 社 の 決 算 報 告
日統一に伴う増減 196,148 196,148

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,354,967 △1,740 1,353,226

平成27年３月31日期末残高 1,985,666 2,023,903 19,205,664 △352,005 22,863,228

その他の包括利益累計額

少数株主

持分
純資産合計

その他有価

証券評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付

に係る調

整累計額

その他の

包括利益

累計額

合計

平成26年４月１日期首残高 53,416 242,279 40,105 335,801 121,980 21,875,926

会計方針の変更による累積
的影響額 91,858

会計方針の変更を反映した当
期首残高 53,416 242,279 40,105 335,801 121,980 21,967,784

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △524,661

当期純利益 1,683,479

自己株式の取得 △1,740

連 結 子 会 社 の 決 算 報 告
日統一に伴う増減 196,148

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 53,586 416,529 68,602 538,718 110,412 649,131

連結会計年度中の変動額合計 53,586 416,529 68,602 538,718 110,412 2,002,358

平成27年３月31日期末残高 107,003 658,809 108,707 874,520 232,393 23,970,142
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１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(１)連結の範囲に関する事項

全ての子会社を連結対象としており、連結子会社は次の12社であります。

会 社 名

ユーシン・アメリカ・インク

ユーシン・コリア・カンパニー・リミテッド

ユーシン・プレシジョン・イクイップメント・

エス・ディー・エヌ・ビー・エイチ・ディー

有信國際精機股有限公司

ユーシン・プレシジョン・イクイップメント・

（タイランド）・カンパニー・リミテッド

ユーシン・オートメーション・リミテッド

有信精机貿易（深）有限公司

有信精机商貿（上海）有限公司

ユーシン・プレシジョン・イクイップメント・

（インディア）・プライベート・リミテッド

広州有信精密机械有限公司

ピー・ティー・ユーシン・プレシジョン・

 イクイップメント・インドネシア

ユーシン・プレシジョン・イクイップメント・

（ベトナム)・カンパニー・リミテッド

(２)持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社はありません。

(３)連結子会社の事業年度等に関する事項

従来、ユーシン・アメリカ・インク他11社の連結子会社は決算日が12月31日でしたので、

同日現在の財務情報を使用し、日本基準に沿った必要な調整を行っておりました。連結財

務情報のより適正な開示を図るために、当連結会計年度より連結決算日である３月31日に

仮決算を行うことで、統一した報告日での連結決算を開示する方法に変更しております。

なお、連結子会社の平成26年１月１日から同年３月31日までの損益につきましては、利益

剰余金に直接計上しております。

 (４)会計処理基準に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

主として移動平均法により算定）
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ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・仕掛品 主として個別法による原価法(貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原 材 料 主として総平均法による原価法(貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯 蔵 品 終仕入原価法

②重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

主として定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　　　　物　：　13～40年

機械及び装置　：　５～12年

ロ．無 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェア 社内における見込利用可能期間に基づく定額法

その他の無形固定資産 定額法

ハ．リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採

用しております。

③重要な引当金の計上基準

イ．貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

ロ．賞 与 引 当 金 当社は、従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見

込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

ハ．役 員 賞 与 引 当 金 当社は、役員賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上

しております。

ニ．製 品 保 証 引 当 金 製品売上に対する無償補修費用の発生に備えるため、過去

の実績等を基礎にして計上しております。

ホ．役員退職慰労引当金 当社は、役員に対する退職慰労金の支給に充てるため、内

規による退職慰労金の当連結会計年度末要支給額を計上

しております。なお、当制度は平成18年６月29日をもって

廃止となり、平成18年７月以降新規の引当計上を停止して

おります。従いまして、当連結会計年度末の残高は、当連

結会計年度末に在任の取締役が平成18年６月以前に就任

していた期間に応じて引当計上した額であります。
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④その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る資産及

び負債の計上基準

退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職

給付債務から年金資産を控除した額を計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10～16年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、

純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付

に係る調整累計額に計上しております。

ロ．消費税等の会計処理 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．会計方針の変更に関する注記

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給

付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計

基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年

度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰

属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存

勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間

ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱

いに従って、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変

更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が142,415千円増加し、利益剰余

金が91,858千円増加しております。また、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であ

ります。

　なお、１株当たり純資産額は５円25銭増加しております。

３．表示方法の変更

 （連結貸借対照表）

  前連結会計年度まで固定負債のその他に含めて表示しておりました「繰延税金負債」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しております。なお、前連結

会計年度末の「繰延税金負債」は93,145千円であります。
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４．連結貸借対照表に関する注記

　有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　4,109,392千円

５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(１)発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

の株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度末

の株式数(株)

普通株式 17,819,033 － － 17,819,033

(２)自己株式の数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首

の株式数(株)

当連結会計年度

増加株式数(株)

当連結会計年度

減少株式数(株)

当連結会計年度末

の株式数(株)

普通株式 330,197 707 － 330,904

(注)　自己株式の数の増加707株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

(３)剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年５月９日

取締役会
普通株式 349,776 20 平成26年３月31日 平成26年６月12日

平成26年11月６日

取締役会
普通株式 174,884 10 平成26年９月30日 平成26年12月１日

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度末後

となるもの

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成27年
５月11日
取締役会

普通株式 349,762 利益剰余金 20 平成27年３月31日 平成27年６月９日
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６．金融商品に関する注記

(１)金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については、短期的な定期預金や譲渡性預金等に限定し、投

機的な取引は行わない方針であります。なお、運転資金は全て自己資金にて行っておりま

す。またデリバティブは、為替リスクを回避するため利用する可能性がありますが、投機

的な取引は行わない方針であります。

②金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

海外向の売上によって発生する外貨建ての営業債権は為替変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４か月以内の支払期日でありま

す。また未払金及び未払法人税等は、１年以内の支払期日です。

③金融商品に係るリスク管理体制

　売掛債権管理規程及び与信管理規程によって、取引相手ごとの支払期日や債権残高の管

理を行うとともに、取引先の信用状況を把握する体制をとっております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行先の財務状況の把握に努めております。

(２)金融商品の時価等に関する事項

　平成27年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

連結貸借対
照表計上額
（ 千 円 ）

時 価
（ 千 円 ）

差 額
（ 千 円 ）

① 現 金 及 び 預 金 9,134,653 9,134,653 －

② 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 5,848,881 5,848,881 －

③ 投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 294,879 294,879 －

資 産 計 15,278,415 15,278,415 －

① 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 2,363,099 2,363,099 －

② 未 払 金 526,107 526,107 －

③ 未 払 法 人 税 等 265,529 265,529 －

負 債 計 3,154,735 3,154,735 －
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（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（資産）

①現金及び預金、②受取手形及び売掛金

　これらは短期決済であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

③投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

（負債）

①支払手形及び買掛金、②未払金、③未払法人税等

　これらは短期決済であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(３)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１ 年 超
5 年 以 内
（千円）

5 年 超
10年以内
（千円）

1 0 年 超
（千円）

現 金 及 び 預 金 9,134,653 － － －

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 5,848,881 － － －

合 計 14,983,535 － － －

７．１株当たり情報に関する注記

(１)１株当たり純資産額 1,357円36銭

(２)１株当たり当期純利益 96円26銭

(注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表

（平成27年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

未 収 消 費 税 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

差 入 保 証 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

15,994,351

6,303,788

1,025,692

4,868,490

618,159

882,141

1,323,082

37,837

173,935

255,421

506,502

△700

9,033,344

7,225,750

1,363,523

95,747

26,871

1,028

227,430

5,490,953

17,497

2,696

62,469

11,430

51,039

1,745,124

294,879

789,460

297,873

27,559

443

14,463

320,888

△443

流 動 負 債 3,436,042

支 払 手 形 56,916

買 掛 金 2,295,316

リ ー ス 債 務 4,953

未 払 金 453,294

未 払 費 用 72,119

未 払 法 人 税 等 122,346

前 受 金 49,691

預 り 金 14,124

賞 与 引 当 金 235,000

役 員 賞 与 引 当 金 30,750

製 品 保 証 引 当 金 97,500

そ の 他 4,030

固 定 負 債 80,959

リ ー ス 債 務 13,519

役員退職慰労引当金 66,780

預 り 保 証 金 660

負 債 合 計 3,517,002

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 21,403,689

資 本 金 1,985,666

資 本 剰 余 金 2,023,903

資 本 準 備 金 2,023,903

利 益 剰 余 金 17,746,125

利 益 準 備 金 286,314

その他利益剰余金 17,459,810

配当平均積立金 1,000,000

別 途 積 立 金 8,700,000

繰越利益剰余金 7,759,810

自 己 株 式 △352,005

評価・換算差額等 107,003

その他有価証券評価差額金 107,003

純 資 産 合 計 21,510,693

資 産 合 計 25,027,695 負債・純資産合計 25,027,695
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損　益　計　算　書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 13,907,942

売 上 原 価 9,002,644

売 上 総 利 益 4,905,298

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,585,574

営 業 利 益 1,319,724

営 業 外 収 益 885,160

受 取 利 息 及 び 配 当 金 835,842

仕 入 割 引 12,855

為 替 差 益 19,358

そ の 他 17,105

営 業 外 費 用 3,496

売 上 割 引 662

そ の 他 2,833

経 常 利 益 2,201,389

特 別 利 益 19,133

固 定 資 産 売 却 益 5

投 資 有 価 証 券 売 却 益 19,127

特 別 損 失 220

固 定 資 産 除 売 却 損 220

税 引 前 当 期 純 利 益 2,220,302

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 473,576

法 人 税 等 調 整 額 △6,580

当 期 純 利 益 1,753,306
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株主資本等変動計算書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資 　 本

準 備 金

資 本

剰 余 金

合 計

利 　 益

準 備 金

その他利益剰余金
利 益

剰 余 金

合 計
配当平均

積 立 金

別 途

積 立 金

繰 越

利 益

剰 余 金

平成26年４月１日期首残高 1,985,666 2,023,903 2,023,903 286,314 1,000,000 8,700,000 6,439,307 16,425,622

会計方針の変更による累積

的影響額
91,858 91,858

会計方針の変更を反映した当

期首残高
1,985,666 2,023,903 2,023,903 286,314 1,000,000 8,700,000 6,531,165 16,517,480

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △524,661 △524,661

当期純利益 1,753,306 1,753,306

自己株式の取得

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 1,228,645 1,228,645

平成27年３月31日期末残高 1,985,666 2,023,903 2,023,903 286,314 1,000,000 8,700,000 7,759,810 17,746,125

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券

評 価 差 額 金

評価・換算差額

等合計

平成26年４月１日期首残高 △350,265 20,084,926 53,416 53,416 20,138,343

会計方針の変更による累積

的影響額
91,858 91,858

会計方針の変更を反映した当

期首残高
△350,265 20,176,784 53,416 53,416 20,230,201

事業年度中の変動額

剰余金の配当  △524,661 △524,661

当期純利益 1,753,306 1,753,306

自己株式の取得  △1,740  △1,740 △1,740

株主資本以外の項目の事業

年度中の変動額(純額)
53,586 53,586 53,586

事業年度中の変動額合計 △1,740 1,226,904 53,586 53,586 1,280,491

平成27年３月31日期末残高 △352,005 21,403,689 107,003 107,003 21,510,693
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１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①子会社株式　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定）

③たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・仕掛品　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料　　　　　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品　　　　　　　　　　　　 終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産　　　　　　　　　　定率法

（リース資産を除く）　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　建　　　　物：13～38年

  　機械及び装置：12年

②無形固定資産

（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェア　　　　社内における見込利用可能期間に基づく定額法

その他の無形固定資産　　　　　定額法

③リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については､ 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定

額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

①貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため､ 一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。
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②賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額

のうち当事業年度の負担額を計上しております。

③役員賞与引当金　　　　　　　　　役員賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上して

おります。

④製品保証引当金　　　　　　　　　製品売上に対する無償補修費用の発生に備えるため､ 

過去の実績等を基礎にして計上しております。

⑤役員退職慰労引当金　　　　　　　役員に対する退職慰労金の支給に充てるため、内規に

よる退職慰労金の当事業年度末要支給額を計上してお

ります。なお、当制度は平成18年６月29日をもって廃

止となり、平成18年７月以降新規の引当計上を停止し

ております。従いまして、当事業年度末の残高は、当

事業年度末に在任の取締役が平成18年６月以前に就任

していた期間に応じて引当計上した額であります。

(4) 退職給付会計

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産残高見

込額に基づき、年金資産の退職給付債務超過額を「固定資産」の「投資その他の資産」の「そ

の他」に計上しております。なお、数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間（10～16年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費

用処理することとしております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(6) 会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第25号 平成27年３月26日。）を、当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計

算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、

割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給

付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率へ変更して

おります。
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　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う

影響額を利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の前払年金費用が142,415千円増加し、利益剰余金が91,858千

円増加しております。また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

　なお、１株当たり純資産額は５円25銭増加しております。

(7) 表示方法の変更

（貸借対照表）

　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「設備支払手形」は、金額的重要性が

乏しいため、当事業年度より、流動負債の「その他」に含めて表示しております。なお、

当事業年度末の流動負債の「その他」に含まれる「設備支払手形」は3,763千円でありま

す。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,359,334千円

　(2) 関係会社に対する金銭債権債務

①  短期金銭債権 2,464,040千円

②  短期金銭債務 34,580千円

３．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

①　売上高 4,612,451千円

②　仕入高 18,204千円

③　販売費及び一般管理費 286,837千円

④　営業取引以外の取引高 820,216千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　自己株式の数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

の株式数(株)

当事業年度増加

株式数(株)

当事業年度減少

株式数(株)

当事業年度末の

株式数(株)

普通株式 330,197 707 － 330,904

 (注)  自己株式の数の増加707株は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
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５．税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

た な 卸 資 産 106,617千円

建 物 減 価 償 却 費 74,736千円

ソ フ ト ウ ェ ア 45,974千円

賞 与 引 当 金 77,550千円

未 払 事 業 税 16,146千円

製 品 保 証 引 当 金 32,175千円

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 21,503千円

そ の 他 25,788千円

繰延税金資産小計 400,491千円

評 価 性 引 当 額 △21,503千円

繰延税金資産合計 378,988千円

繰延税金負債

前 払 年 金 費 用 60,057千円

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 49,046千円

繰延税金負債合計 109,103千円

繰延税金資産の純額 269,884千円

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流　動　資　産 255,421千円

固　定　資　産 14,463千円

(2) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

  「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は19,833

千円減少し、法人税等調整額は25,028千円増加しております。
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６．関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

種

類
会社等の名称

議決権等
の 所 有
（被所有）
割 合
（％）

関 係 内 容

取 引 の
内 容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事 業 上 の
関 係

子

会

社

ユ ー シ ン ・
ア メ リ カ ・
インク

(所有)
直接
100.0

兼 任
２名

当社製品の
販売及び合
理化機械の
製造・販売

製品の販売 1,408,619 売掛金 540,563

ユ ー シ ン ・
コ リ ア ・
カンパニー・
リミテッド

(所有)
直接
100.0

兼 任
２名

当社製品の
販売及び合
理化機械の
製造・販売

製品の販売 1,303,574 売掛金 560,727

広州有信精密
机械有限公司

(所有)
直接
100.0

兼 任
４名

当社製品の
製造

製品の販売 524,443 売掛金 366,914

　取引条件ないし取引条件の決定方針等

　　　(注) 製品の販売については、現地市場価格を勘案し、交渉の上決定しております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,230円02銭

(2) １株当たり当期純利益 100円26銭

(注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成27年５月15日

株式会社　ユーシン精機

取　締　役　会 　御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西　村　　猛 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 浦 宏 和 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ユーシン精機の平成26年
４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本
となる重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当
と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算
書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策
定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統
制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、株式会社ユーシン精機及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
平成27年５月15日

株式会社　ユーシン精機

取　締　役　会　 御中

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 西　村　　猛 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 浦 宏 和 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ユーシン精機の平
成26年４月１日から平成27年３月31日までの第42期事業年度の計算書類、すなわち、貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにそ
の附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第42期の取締役の職務の執

行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、

以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等

に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の

環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等

からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類

等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま

た、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施

行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当

該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等

からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意

見を表明しました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報

の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、

当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（平成17年10月28日　企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書）について検討いたしま

した。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ

いても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

(3) 連結計算書類の監査結果

  会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

平成27年５月18日

株式会社ユーシン精機　監査役会

常勤監査役 澤 　 田 　 主 二 郎 

社外監査役 折 田 泰 宏 

社外監査役 吉 川 孝 雄 

社外監査役 鎌 倉 寛 保 

以　上
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株主総会参考書類

　第１号議案　定款一部変更の件

　１．提案の理由

「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５

月１日に施行され、新たに業務執行取締役等でない取締役及び社外監査役

でない監査役との間でも責任限定契約を締結することが認められたことに

伴い、それらの取締役及び監査役についても、その期待される役割を十分

に発揮できるよう、定款第25条第２項及び第32条第２項の一部を変更する

ものであります。

なお、定款第25条第２項の変更に関しましては、各監査役の同意を得て

おります。

　２．変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。
（下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

（取締役の責任免除） （取締役の責任免除）

第25条　（条文省略）

　２．当会社は、社外取締役との間で、会

社法第423条第１項の賠償責任につ

いて、法令に定める要件に該当する

場合には賠償責任を限定する契約を

締結することができる。ただし、当

該契約に基づく賠償責任の限度額

は、法令の定める 低責任限度額と

する。

第25条　（現行どおり）

　２．当会社は、取締役（業務執行取締役

等であるものを除く。）との間で、

会社法第423条第１項の賠償責任に

ついて、法令に定める要件に該当す

る場合には賠償責任を限定する契約

を締結することができる。ただし、

当該契約に基づく賠償責任の限度額

は、法令の定める 低責任限度額と

する。

（監査役の責任免除）

第32条　（条文省略）

　２．当会社は、社外監査役との間で、会

社法第423条第１項の賠償責任につ

いて、法令に定める要件に該当する

場合には賠償責任を限定する契約を

締結することができる。ただし、当

該契約に基づく賠償責任の限度額

は、法令の定める 低責任限度額と

する。

（監査役の責任免除）

第32条　（現行どおり）

　２．当会社は、監査役との間で、会社法

第423条第１項の賠償責任につい

て、法令に定める要件に該当する場

合には賠償責任を限定する契約を締

結することができる。ただし、当該

契約に基づく賠償責任の限度額は、

法令の定める 低責任限度額とす

る。
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第２号議案　取締役６名選任の件

取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、１名減員し取締役６名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

１

こ

小
 

　
たに

谷
 

　
ま

眞
ゆ

由
み

美

(昭和22年１月12日生)

昭和48年10月　当社入社

昭和57年10月　当社取締役

平成元年２月　当社取締役副社長（平成５年３

月より営業本部長を兼務）

平成14年12月　当社代表取締役社長

平成18年４月　当社代表取締役社長兼営業本部

責任者

平成23年３月　当社代表取締役社長（現任）

2,162,101株

２

き

木  
むら

村   
さとし

賢

(昭和29年４月１日生)

平成17年４月　当社入社、執行役員購買部長

平成17年10月　当社執行役員購買部責任者

平成18年４月　当社常務執行役員資材本部責任者

平成18年６月　当社常務取締役資材本部責任者

平成20年６月　当社専務取締役資材本部責任者

平成22年３月　当社専務取締役（現任）

1,100株

３

おお

大
 

　
だち

立
 

　
やす

泰
 

　
はる

治

(昭和33年７月31日生)

平成16年12月　当社入社

平成17年２月　当社生産技術部長

平成17年３月　当社開発部長

平成17年10月　当社開発部責任者兼品質保証部

責任者

平成18年４月　当社執行役員開発本部責任者兼

品質保証部責任者

平成20年４月　当社執行役員開発本部責任者

平成20年６月　当社取締役開発本部責任者

平成23年６月　当社常務取締役開発本部責任者

（現任）

2,100株
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

４

きた

北
 

　
がわ

川
 

　
やす

康
 

　
し

史

(昭和33年８月12日生)

平成19年９月　当社入社

平成19年11月　当社製造本部副責任者

平成20年４月　当社製造本部副責任者兼品質保

証部責任者

平成21年４月　当社執行役員製造本部副責任者

兼品質保証部責任者

平成21年８月　当社執行役員製造本部責任者兼

品質保証部責任者

平成22年６月　当社取締役製造本部責任者兼　

品質保証部責任者

平成25年６月　当社常務取締役製造本部責任者

兼品質保証部責任者（現任）

1,200株

５
にし

西
 

　
ぐち

口
 

　
やす

泰
 

　
お

夫

(昭和18年10月９日生)

昭和50年３月　京都セラミック㈱（現　京セラ

㈱）入社

昭和62年６月　同社取締役

平成４年６月　同社代表取締役専務

平成９年６月　同社代表取締役副社長

平成11年６月　同社代表取締役社長

平成15年６月　同社代表取締役社長兼執行役員

社長

平成17年６月　同社代表取締役会長兼 高経営

責任者（ＣＥＯ）

平成18年４月　同社取締役相談役

平成21年６月　同社相談役退任

平成24年６月　長瀬産業㈱社外取締役（現任）

平成25年６月　㈱ゼンショーホールディングス

社外取締役（現任）

平成26年６月　当社社外取締役（現任）

平成27年３月　㈱ソシオネクスト　　　　　　

代表取締役会長兼ＣＥＯ（現任）

600株
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候補者
番 号

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

６
まつ

松  
ひさ

久   
ひろし

寛

(昭和22年８月５日生)

昭和51年６月　京都大学工学部精密工学科助手

昭和62年10月　同大学助教授

平成６年４月　同大学教授（平成７年改組によ

り機械理工学専攻に移籍）

平成24年４月　同大学名誉教授（現任）

平成26年６月　当社社外取締役（現任）

0株

(注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．西口泰夫氏及び松久寛氏は、社外取締役候補者であります。なお、当社は西口泰夫氏及

び松久寛氏を東京証券取引所が定める独立役員として届け出ております。

３．社外取締役候補者の選任理由について

（１）西口泰夫氏は、現在当社の社外取締役であり、当社の社外取締役としての在任期

間は本総会終結の時をもって１年となります。同氏には京セラ株式会社の代表取

締役社長など要職を歴任される中で培った経営全般に亘る知識と経験から、当社

の経営に適切な助言が得られると判断したため選任をお願いするものであります。

なお、京セラ株式会社は当社グループの取引先ですが、同社との取引実績は当社

グループの当期連結売上高の0.1％未満であり、特別の利害関係を生じさせる重要

性はありません。

（２）松久寛氏は、現在当社の社外取締役であり、当社の社外取締役としての在任期間

は本総会終結の時をもって１年となります。同氏には学識経験者としての専門的

な見地から、当社の経営に適切な助言が得られると判断したため選任をお願いす

るものであります。なお、同氏は過去に直接企業経営に関与した経験はありませ

んが、上記の理由により、社外取締役として、その職務を適切に遂行できるもの

と判断しております。
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第３号議案　監査役１名選任の件

監査役折田泰宏氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、監査役１名の選任をお願いするものであります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

ふ り が な

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する当社
株 式 の 数

おり

折
 

 
た

田
 

 
やす

泰
 

 
ひろ

宏

(昭和 1 9年９月 3 0日生 )

昭和50年４月　弁護士登録

昭和60年５月　折田法律事務所（現けやき法

　　　　　　　律事務所）開設（現任）

平成６年６月　当社社外監査役（現任）

5,420株

(注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．折田泰宏氏は、社外監査役候補者であります。なお、同氏は現在当社の社外監査役で

あり、当社監査役としての在任期間は本総会終結の時をもって21年となります。

同氏には法律家としての専門的な見地を当社の監査に反映していただけることを期待

し、社外監査役候補者として選任をお願いするものであります。

３．折田泰宏氏は、直接企業経営に関与した経験はありませんが、上記２.の理由により、

社外監査役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

以　上
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株主総会会場ご案内図

京都市伏見区久我本町11番地の260

当社本社第２工場４階会議室

電話　075（933）9555（代表）

　《交通機関のご案内》
①　ＪＲ京都線　向日町駅よりタクシーで約７分

　　西大路駅より市バス特13号(久我石原町行)久我石原町下車 所要時間約15分

②　阪急京都線　東向日駅よりタクシーで約10分

　　桂駅より市バス南１号(竹田駅西口行)久我石原町下車 所要時間約30分

③　近鉄電車･京都市地下鉄　竹田駅より市バス南１号(桂駅東口行)

　18号(久我石原町行）共に久我石原町下車 所要時間約25分

　　なお、駐車場の準備はいたしておりませんので、あしからずご了承

　　のほどお願い申し上げます。


